
１．独立行政法人福祉医療機構の平成２５年度事業内容について

独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）は、福祉の増進

並びに医療の普及及び向上を目的として、病院、診療所及び介護老人保

健施設等の医療関係施設等に対して、その設置・整備又は経営に必要な

資金を長期・固定・低利な条件で融資する事業等を行っているところで

ある。

平成２５年度医療貸付事業においては、需要動向を踏まえた融資枠と

し、国の政策推進に合わせて所要の貸付条件等の設定等を行うこととし

たので、管下の医療機関等に対する周知方よろしくお願いしたい。

なお、機構の借入申込みについては、従来より、整備を行う施設等を

所管する都道府県知事からの証明書・意見書の提出をお願いしていると

ころであるが、平成２５年度においても引き続きご協力をお願いしたい。

また、機構からの融資を予定しているものについては、予め機構の融

資相談を受け、適切な事業計画を策定するようご指導願いたい。

（１）事業計画

区 分 平成24年度予算 平成25年度予定 対前年度伸率

貸付契約額 ２，０７４億円 ２，１４０億円 ３．２％

資金交付額 １，７９４億円 ２，０５８億円 １４．７％

（２）貸付条件の優遇措置

○ 経営安定化資金に係る融資条件の優遇措置

制度改正（出資持分の払戻しに係る資金を除く）や金融環境変化に

伴う経営悪化等に対応するため、現行の経営安定化資金の貸付限度額

の引上げを行う。【平成２６年３月末まで】

＜貸付限度額＞ ３．６億円（病院）

＜償 還 期 間＞ ８年以内（うち据置期間１年以内）

※ 介護老人保健施設及び診療所については、現行の貸付限度額

及び償還期間にて対応

○ 在宅復帰・在宅療養強化型介護老人保健施設等の融資率の優遇措

置

平成２４年度の介護報酬改定において、介護老人保健施設の在宅復

帰支援機能の強化を目的に在宅復帰・在宅療養支援機能の充実した施

設に係る基本施設サービス費の新設や加算が実施されており、当該サ

ービス費や加算を取得する施設に対して融資率の優遇を行う。

＜融 資 率＞ ８５％（介護老人保健施設）

○ 災害融資における貸付利率の優遇措置

台風等の災害で被災した医療機関の早期復旧を促し、地域における

医療提供体制を確保することが求められるため、被災地域における災
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害復旧資金等の貸付利率について優遇を行う。

＜貸付利率＞ 財政融資資金借入金利同率

○ 国際戦略総合特別区域計画及び地域活性化総合特別区域計画に係

る融資条件の優遇措置

国が掲げる「日本再生戦略」の推進及び総合特別区域法に定める

「総合特区制度」を活用した地域の包括的・戦略的な取組みを支援す

るための融資制度を創設する。

＜融 資 率＞ 所要額の９０％（建築資金及び機械購入資金）

＜貸付利率＞ 財政融資資金借入金利同率（建築資金）

○ 南海トラフ地震などの大震災に備えた医療施設等の高台への移転

に係る融資条件の優遇措置【平成２６年３月末まで】

事前防災として津波が想定される区域からの高台移転を行い医療関

係施設等を新たに整備する事業に対し、融資率等の優遇を行う。

＜融 資 率＞ 所要額の９５％

＜貸付利率＞ 当初５年間 無利子

（７．２億円を超える部分は財政融資資金借入金利

▲０．９％）

６、７年目 財政融資資金借入金利▲０．９％

８年目以降 財政融資資金借入金利同率

※ 地域医療再生臨時特例交付金、介護基盤緊急整備等臨時特例

基金等の交付が行われた施設整備のみ対象

※ 貸 付 金 利 （ 平 成 25年 1月 17日 改 定 ）
病 院 （ 乙 種 増 改 築 ） ２ ０ 年 償 還 １ ． ２ %

３ ０ 年 償 還 １ ． ６ %

介 護 老 人 保 健 施 設 ２ ０ 年 償 還 １ ． ２ %
３ ０ 年 償 還 １ ． ６ %

診 療 所 （ 乙 種 増 改 築 ） 、 助 産 所 等 １ ． ２ %
指 定 訪 問 看 護 事 業 １ ． ２ %

※ 貸 付 金 利 （ 平 成 25年 1月 17日 改 定 ）
病 院 （ 乙 種 増 改 築 ） ２ ０ 年 償 還 １ ． ２ %

３ ０ 年 償 還 １ ． ６ %
介 護 老 人 保 健 施 設 ２ ０ 年 償 還 １ ． ２ %

３ ０ 年 償 還 １ ． ６ %

診 療 所 （ 乙 種 増 改 築 ） ， 助 産 所 等 １ ． ２ %
指 定 訪 問 看 護 事 業 １ ． ２ %
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○ 再生可能エネルギー等施設整備事業に係る融資率の優遇措置

「日本再生戦略」において、今後一層エネルギーの効率化を進めて

いく必要性が生じていることから、医療関係施設に係る再生可能エネ

ルギー等施設整備事業について、低炭素建築物として認定された建物

に対して融資率の優遇を行う。

＜融 資 率＞ ９０％

○ 介護基盤の整備に係る融資条件の優遇措置（平成２１年度からの

継続【平成２６年３月末まで】）

＜融 資 率＞ ９０％（介護老人保健施設）

＜貸付利率＞ 財政融資資金借入金利▲０．５％（当初５年間）、

６年目以降＋０．１％

※ 貸付利率の優遇措置は、介護基盤緊急整備等臨時特例基金等

の交付が行われた耐震化整備のみ対象

○ アスベスト対策事業に係る優遇措置（平成２０年度からの継続

【平成２６年３月末まで】）

＜融 資 率＞ 病院、診療所、（准）看護師養成施設等

８５％

介護老人保健施設 ８０％

医療従事者養成施設、助産所 ７５％

＜貸付利率＞ 病院・診療所（乙種増改築）、医療従事者養成施設、

助産所

財政融資資金借入金利 ＋０．１％

介護老人保健施設、指定訪問看護事業

財政融資資金借入金利＋０．０５％

※ 貸 付 金 利 （ 平 成 25年 1月 17日 改 定 ）
当 初 ５ 年 間 （ ７ ． ２ 億 ま で ） 無 利 子

当 初 ５ 年 間 （ ７ ． ２ 億 超 ） 及 び ６ ， ７ 年 目
病 院 、 介 護 老 人 保 健 施 設 等 ２ ０ 年 償 還 ０ ． ３ %

３ ０ 年 償 還 ０ ． ７ %

８ 年 目 以 降
病 院 、 介 護 老 人 保 健 施 設 等 ２ ０ 年 償 還 １ ． ２ %

３ ０ 年 償 還 １ ． ６ %

※ 貸 付 金 利 （ 平 成 25年 1月 17日 改 定 ）

介 護 老 人 保 健 施 設
当 初 ５ 年 間 ２ ０ 年 償 還 ０ ． ７ %

３ ０ 年 償 還 １ ． １ %

２ ０ 年 償 還 １ ． ３ %６ 年 目 以 降
３ ０ 年 償 還 １ ． ７ %
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（３）耐震化整備に取り組む医療機関に対する貸付条件の緩和（平成２１

年度からの継続）

＜融 資 率＞ 所要額の９５％（ただし、乙種（病床充足地域）で

の土地取得資金については３０億円または増収効果

額の低い額を限度とする）

＜貸付利率＞ 交付金対象整備 財政融資資金借入金利

▲０．５％（当初５年間）

その他の整備 財政融資資金借入金利同率

※ 医療施設耐震化臨時特例交付金の対象となる整備は平成２６

年３月末まで

（４）東日本大震災に係る優遇措置

東日本大震災に係る災害復旧資金については、貸付利率を一定期

間無利子とし、融資率を１００％とするなどの優遇を行っていると

ころであるが、平成２５年度においても引き続きこれらの優遇措置

を実施するので管下の医療機関等に対する周知方よろしくお願いし

たい。

※ 貸 付 金 利 （ 平 成 25年 1月 17日 改 定 ）
病 院 （ 乙 種 増 改 築 ） ２ ０ 年 償 還 １ ． ３ %

３ ０ 年 償 還 １ ． ７ %
介 護 老 人 保 健 施 設 ２ ０ 年 償 還 １ ． ２ ５ %

３ ０ 年 償 還 １ ． ６ ５ %

診 療 所 （ 乙 種 増 改 築 ） 、
医 療 従 事 者 養 成 施 設 、 助 産 所 １ ． ３ %
指 定 訪 問 看 護 事 業 １ ． ２ ５ %

◎医療施設の融資のご相談先
東日本地域

医療貸付部医療審査課
℡：０３－３４３８－９９３７

西日本地域
大阪支店医療審査課

℡：０６－６２５２－０２１９

※ 貸 付 金 利 （ 平 成 25年 1月 17日 改 定 ）
病 院 （ 交 付 金 対 象 整 備 ）

当 初 ５ 年 間 ２ ０ 年 償 還 ０ ． ７ %

３ ０ 年 償 還 １ ． １ %
６ 年 目 以 降 ２ ０ 年 償 還 １ ． ２ %

３ ０ 年 償 還 １ ． ６ %

病 院 （ そ の 他 の 整 備 ） ２ ０ 年 償 還 １ ． ２ %
３ ０ 年 償 還 １ ． ６ %
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